
1．重要な会計方針
（1）棚卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法による原価法
（2）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産　 定率法
ただし平成10年4月１日以降に事業の用に供した建物並びに
平成28年4月1日以降に事業の用に供した建物付属設備及び構築物については定額法

無形固定資産　 定額法
（3）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

2．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

当期末残高

0

3,000,000
3,000,000
3,000,000

3．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（うち負債
に対応する
額）

0

0
0
0

4．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

当期末残高
建物 19,694,665
建物付属設備 3,553,484
構築物 2,979,342
車輌運搬具 333,784
器具備品 3,542,966
一括償却資産 98,667
ソフトウェア 1,881,000

32,083,908

小　計 0 0

0合　計 3,000,000 3,000,000

　公演準備資金 3,000,000 0 3,000,000

0

小　計 3,000,000 0

（うち一般
正味財産か 正味財産か
らの充当額） らの充当額）

基本財産

基本財産

合　計 3,400,000 3,000,000 3,400,000

　公演準備資金 3,400,000 3,000,000 3,400,000
小　計 3,400,000 3,000,000 3,400,000

財務諸表に対する注記

科　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額

合　　計

9,246,214

159,388,275191,472,183
2,970,000 1,089,000
148,000 49,333

30,623,068
3,600,066

33,602,410

5,703,248

44,689,955

3,933,850

41,136,471

取得価額科　　目 減価償却累計額
77,187,08996,881,754

3,000,000

小　計 0 0 0
特定資産

科　目 当期末残高
（うち指定

特定資産


